





































市場の分類 売り手数 買い手数 製品差別化 参入障壁 その他の特徴
完全競争 多数 多数 なし 容易 各経済主体は価格
受容者として行動
?????
独占 1社 多数 なし 非常に困難 密接な代替財が存
在しない
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6図（1）独占的競争の短期均衡 6図（2）独占的競争の長期均衡
的競争市場における各企業の需要曲線は右下りになる。この企業が価格を
上げれば需要の一部分は他の企業の財に移り、この財に対する需要は減少
する。この企業が価格を下げれば、他の企業からこの企業へ需要が移って
くるので、需要は増加する。
　曲線MRは、需要曲線から導かれる限界収入曲線である。曲線MCは限界
費用を、曲線ACは平均費用をそれぞれ表わしている。この企業が設定する
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価格は、限界費用MCと限界収入MRが交わる点Eによって決まる。E点に
対応する供給量q＊が決まり、価格はp＊となる。
　独占的競争が独占と違うのは、新たな参入が起こる点にある。潜在的な
参入者が多数あり、利潤があるところには新たな参入者が入ってくるとい
う点は、完全競争の状態に類似しているといえる。
　6図（1）に示されたような短期の状況では、この企業は超過利潤をあ
げている。この点は供給量q＊のところにおいて、価格が平均費用よりも高
くなっていることからも確認できる。このような場合、類似の商品を供給
する参入者が現われる。この結果、消費者の一部が類似の商品に逃げてし
まい、需要曲線は次第に左方ヘシフトしていく。そのため、参入によって、
既存の供給者の利潤も次第に減少していく。
　独占的競争市場に均衡が訪ずれるのは、既存企業に利潤がなくなるとき
である。6図（2）は独占的競争市場における長期的な均衡を表わしたも
のである。供給者が超過利潤をあげている限り、次々に新しい参入が起こ
る。その結果、すべての企業の利潤がゼロになるところまで新規参入が続
く。この図は、すべの企業の利潤がゼロになるような状態を表わしている。
6図（2）のような状況に需要曲線がシフトすると、新たな参入も撤退も
なくなる。生産量q＊の水準で平均費用と価格は等しく、利潤がないからで
ある。しかも限界費用＝限界収入の条件が満たされている。利潤がゼロと
いう点で、完全競争市場の長期均衡と同じである。ただし限界費用＝価格
は満たされない。
　短期的な利潤最大化の条件は完全独占と同様に、限界収入＝限界費用で
あるが、長期的均衡では、超過利潤がゼロになるように、需要曲線がシフ
トすると考えられるのである。超過利潤がプラスであれば参入が生じ、顧
客の一部を奪われるので需要曲線は左方にシフトし、超過利潤がマイナス
になれば需要曲線は逆に右方にシフトする。費用関数に正常利潤を含めて
考えると、長期均衡の状態では、右下がりの需要曲線がU字型の平均費用
曲線に接している。正常利潤とは、現存の生産規模を一定に維持するのに
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必要な報酬のことであり、企業者に対する一種の正常な賃金とみなすこと
ができ、A．マーシャルによって用いられた概念である。その接点では価格
と平均費用が等しく、他の点では価格よりも平均費用の方が高い。した
がって、需要曲線と平均費用曲線の接点に対応する生産水準においては、
弊ずc｝〔・〕
という2つの条件が満されている。〔6〕の第一式が利潤最大化の条件であ
り、第2式が超過利潤ゼロの条件である。
　以上のように、独占的競争は、個々の供給者が価格支配力を持っている
という意味では、独占の状態に似ているが、利潤があるところには常に新
規参入が起こるという意味では完全競争に似ている。このような競争の具
体例として、コンビニエンス・ストアーをあげることができよう。コンビ
ニはそれぞれの周辺地域では独占的立場に立って営業しているが、超過利
潤がある限り競争相手が参入してくる。そして、各店の超過利潤がゼロに
なるまで続いていくのである。コンビニ以外でも、ハンバーガー・ショッ
プ、回転寿司やラーメン店の競争なども典型的な例である。一般的に、独
占的競争市場における企業は、規模が小さく、比較的小さな資本で参入が
可能であるし、技術面での参入障壁もそれほど高くない。
4－2　製品の多様化と生産コスト
　独占的競争の場合、6図（2）をみると、各生産者は平均費用曲線の最
低点HではなくG点で生産している。したがって、独占的競争は、完全競争
が持つ意味での生産の効率性は持っていない。しかし、独占的競争の場合、
このような意味での効率性はあまり重要ではなく、何種類の財が市場に供
給されているかということが重要な意昧を持つ。もし、効率性を重視して、
6図（2）のH点まで生産を拡大しようとすると、それだけ市場に供給し
ている企業の数は減少することになる。むしろ、独占的競争の場合、個々
の商品がそれぞれ微妙に違うので、より多種類の財が供給されているとい
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うことは、それだけ商品の多様化が進んでいるということに外ならない。
　以上の問題は、製品の多様化と生産コストの効率性の間のトレードオフ
として捉えることができる。もし、個々の製品の生産コストを最低にする
ということを目的にするなら、6図（2〉のHまで拡大することが望まし
いし、出来るだけ多様な財を供給することを目的とするなら、G点のよう
な多少少なめの生産量になっても仕方がない。これは極端にいうと、一律
の国民服を着るかファッションや衣料の多様性を重視するかというような
問題の議論に落ち着く。この製品の多様化と生産コストの問題は、独占的
競争市場の長期均衡における供給量q＊は、最適供給量qcよりも小さく、生
産設備がqc－q＊に相当するだけの過剰能力が存在するというカーン（R　E
Kahn）の過剰能力定理にも結びつく。独占的競争の理論が教えてくれるこ
とは、この市場におかれる企業はどうしても生産設備の遊休化あるいは相
対的に過剰設備を保有しがちになるということである。
　独占的競争の理論は、古くからJ。ロビンソンやE．チャンバレンという2
人の学者によって、それぞれ独立に考案され登場した。完全競争というの
はあまり現実的ではなく、多くの企業はある程度の価格支配力を持つのが
普通である。また、独占というのも現実的でなく、独占と完全競争の中問
的な場合が最も多い。
　しかし、その後独占的競争の議論はあまり注目されなかったが、20年ほ
ど前から新たな分析モデルが開発されていく過程で、独占的競争の理論が
一躍脚光を浴びるようになってきたのである。その理由は、それがさまざ
まな応用分野たとえば、マクロ経済学、経済成長論、産業組織論、都市経
済学などで利用できることが判ってきたからである。それが優れているの
は、完全競争よりも現実に近いというだけでなく、完全競争では十分説明
できなかった現象が独占的競争モデルを使うようになって説明可能となっ
たからである。
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